
 

 

 

 

「第 25 回夏季デフリンピック競技大会 東京 2025 の協賛」に関する契約書（案） 

 

 

 公益財団法人東京都スポーツ文化事業団（以下「甲」という。）と、（企業名若しくは団

体名又は氏名（屋号））          （以下「乙」という。）は、第 25 回夏季デ

フリンピック競技大会東京 2025（以下「本大会」という。）の協賛に関し、次のとおり

契約（以下「本契約」という。）を締結する。 

  

（目  的）  

第１条 本契約は、令和 6 年 3 月 11 日付「第 25 回夏季デフリンピック競技大会東京

2025 協賛要綱」（以下「要綱」という。）に基づき、甲が実施する本大会の準備、運営

等に必要となる金銭、役務及び物品の提供など、乙から本大会への支援を受けるに当た

って必要な事項を定めることを目的とする。 

なお、本契約において定義のない用語については、要綱の定義に従うものとする。 

  

（協 賛）  

第２条 乙は、本大会に対する協賛として、第７条の規定に従い、第４条に定める金銭又

は指定物品等を甲に支払い又は提供若しくは貸与するものとし、甲は、乙に対し、第６

条に定める特典を提供するものとする。 

 

（有効期間） 

第３条 本契約の有効期間（以下「本有効期間」という。）は、本契約末尾記載の本契約

締結の日から令和７年 12 月 31 日までとする。ただし、本契約第 8 条、第 12 条及び

第 14 条から第 18 条までについては、本契約の終了後又は解除後もなお効力を有する

ものとし、第 13 条については、本契約が解除された場合も令和７年 12 月 31 日まで

なお効力を有するものとする。  

  

（協賛金額）  

第４条 協賛金額は、金       円とする。  

２ 前項の協賛金額には、乙が提供する金銭の額及び乙が提供又は貸与する指定物品等

（以下「提供物品等」という。）の評価額の合計額並びに消費税及び地方消費税を含む

ものとする。 

なお、詳細は別紙１に定める。 

収 入 
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貼 付 欄 



  

（種  類）  

第５条 甲は要綱第 3 条に基づき、乙を東京 2025 デフリンピック・ （トータル/ゲーム

ズ）サポートメンバーとする。 

 

（特  典）  

第６条 甲が、本有効期間において、乙による協賛に対する特典として乙に提供するもの

は、別紙２に定めるとおりとする。ただし、個別の内容は、甲乙協議の上、別途決定す

るものとする。 

２ 甲が、本有効期間において、乙による協賛に対する特典として乙に付与する権利は、

別紙３に定めるとおりとする。 

３ 本契約締結時に定めのない事項については、甲乙協議の上、別途決定する。  

 

（協賛金等の支払及び納入等）  

第７条 協賛金等の支払及び納入に関する期限及び方法については、次の各項に定めると

おりとする。  

２ 協賛金等の内容が金銭である場合は、乙は、令和７年 11 月 30 日までに、甲が指定

する方法により支払うものとし、甲は、当該金銭を受領したことを証する書類を乙に提

出することとする。 

３ 協賛金等の内容が物品又は役務等の提供である場合は、提供場所、提供日等について

は、甲が別途指定することとし、乙は、当該提供物品等の提供の履行を完了したことを

証する書類等を甲に提出することとする。 

４ 協賛金等の内容が物品等の貸与である場合は、貸与場所、貸与日等については、甲が

別途指定することとし、甲は、当該提供物品等を借り受けたことを証する書類等（以下

「借受証等」という。）を乙に交付することとする。また、乙は、当該提供物品等の返

却を受けた際は、借受証等を甲に返却又は返却を受けたことを証する書類等を甲に提出

することとする。 

５ 提供物品等は、納入日における最新の「東京都グリーン購入ガイド」に定める基準を

満たすものとし、乙は、甲の要請があった場合、基準を満たすことを証する書類等を提

示しなければならない。 

６ 提供物品等の納入又は設置若しくは撤去等に係る費用及び役務提供に要する費用につ

いては、乙の負担とする。  

  

（契約不適合）  

第８条 甲は、乙から提供された提供物品等の種類、品質又は数量に関して、本契約の内

容に適合しないものである場合は、不足分の引渡し又は代替の提供等による履行の追完

を請求することができる。甲の請求にもかかわらず、乙が相当の期間内に追完を行わな



い場合、甲は、その不適合の程度に応じた金額を損害として乙に請求できるものとす

る。なお、本条による請求は、第 12 条に基づく損害賠償請求を妨げないものとする。 

  

（契約の変更）  

第９条 本有効期間中にあって、甲、乙双方が予見し難いやむを得ない事情が生じた場合

又はその他の必要が生じた場合は、甲、乙協議の上、甲、乙の書面による合意により、

将来にわたって本契約の全部又は一部を変更することができる。  

  

（不可抗力）  

第 10 条 地震、台風、戦争及び重大な疾病、その他不可抗力による本契約の全部又は一

部の履行遅滞又は履行不能については、甲乙いずれの当事者もその責任は負わない。  

２ 第６条第 1 項に係る甲の義務については、甲の責めに帰すべき事由によらずその一部

が履行遅滞又は履行不能となった場合は、甲はその責めを負わない。  

  

（解  除）  

第 11 条 甲及び乙は、相手方が本契約に違反した場合は、文書により相当期間を定めて

当該違反の解消を催告し、その催告期間中に解消されない場合は、本契約を解除するこ

とができる。ただし、乙が、要綱第５条の各号に抵触した場合、甲は、何らの催告なく

直ちに本契約を解除することができる。  

２ 前条第１項に定める事由が生じ、本契約の目的を達成することが困難であると認める

場合は、甲乙協議の上、本契約の全部又は一部を解除できる。この場合、甲乙いずれの

当事者も損害賠償責任を負わない。  

  

（損害賠償）  

第 12 条 甲及び乙は、故意又は重過失によって本契約に違反したことによって、相手方

に損害を与えた場合は、相手方に対し、当該損害（本契約の違反と相当因果関係のある

損害に限る。）を賠償するものとする。ただし、賠償の金額は、協賛金額の 30％の額を

限度とする。 

２ 前条第１項の規定に基づき本契約が解除された場合、当該解除を行った当事者は、解

除に伴い発生した相手方の損害について賠償しないものとする。  

  

（秘密保持）  

第 13 条 甲及び乙は、本契約の履行に際して知り得た相手方の技術上又は営業上その他

業務上の一切の情報（以下「秘密情報」という。）を、相手方の事前の書面による承諾

を得ないで第三者（東京都及び一般財団法人全日本ろうあ連盟を除く。）に開示又は漏

洩してはならず、本契約の遂行のためにのみ使用するものとし、他の目的に使用しては

ならないものとする。 



２ 前項により秘密情報を受領した者は、本契約の履行のために知る必要のある必要最小

限の自己の役職員のみ（自己の取締役、その他の役員、従業員、法律顧問及び会計顧問

を含み、以下「情報開示先」という。）にこれを開示することができるものとし、情報

開示先に開示した場合は、当該情報開示先に自己と同等の義務を負わせ、かつ情報開示

先の義務履行につき責任を負うものとする。 

２ 甲及び乙は、相手方から受領した情報について、法令等によりその開示を要求された

場合、当該要求に基づく必要最小限の範囲においてのみ、当該秘密情報を開示すること

ができるものとする。ただし、この場合、当該秘密情報を開示した者は、その事実を直

ちに相手方に書面で通知するものとし、相手方の秘密情報の保護措置に合理的な範囲で

協力するものとする。  

３ 甲及び乙は、自らの故意又は過失により各々が保有する秘密情報について漏えい等の

事故が生じた場合は、各々の責任と費用負担によりこれを解決する。  

  

（個人情報の取扱い）  

第 14 条 甲及び乙が本契約の履行に当たって取得した個人情報は、各々が保有する個人

情報とする。  

２ 甲及び乙は、各々が保有する個人情報を、本契約の履行に必要な範囲内で、相互に共

同して利用することができる。この際、甲及び乙は、当該個人情報の共同利用の目的、

項目及び情報管理の責任者について、あらかじめ当該個人情報の本人（当該個人情報に

よって識別される特定の個人をいう。）が知ることができる措置を講じるものとする。 

３ 甲及び乙は、各々が保有する個人情報及び前項の規定により共同して利用する個人情

報の取扱いについて、関係法令等を遵守し、適正に管理・運用を行う。 

４ 甲又は乙が故意又は過失により、共同利用した個人情報について漏えい等の事故を生

じさせた場合は、漏えい事故を発生させた者の責任と費用負担によりこれを解決する。  

５ 甲及び乙が、他方の保有する個人情報の取扱いについて、第三者に委託を行う場合

は、当該第三者の氏名及びその者に委託した個人情報の管理状況について、当該他方当

事者に文書で報告する。  

６ 甲及び乙は、本契約が終了した後は、各々が保有する個人情報について、関連法令等

に定められた保存期間に従い保管した後、適正に破棄する。  

  

（契約の費用）  

第 15 条 本契約の締結に要する費用は、甲、乙均等の負担とする。  

  

（権利義務の譲渡等） 

第 16 条 乙は、本契約に係る権利を第三者に譲渡し、若しくは担保に供し、又は義務を

第三者に引き受けさせてはならない。 

  



（準拠法、裁判管轄） 

第 17 条 本契約は、日本国の法律に準拠して解釈されるものとし、本契約に関連して甲

及び乙の間に生じた一切の紛争は、東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所と

する。  

  

（契約の疑義）  

第 18 条 本契約に定めのない事項及び本契約に関して生じた疑義については、甲及び乙

は、信義誠実に協議の上、定めるものとする。 

 

本契約の成立を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印の上、各自その１通を

所持するものとする。  

 

  令和  年  月  日  

 

 

甲 東京都江東区青海二丁目４番 24 号 

   青海フロンティアビル 14 階 

公益財団法人東京都スポーツ文化事業団 

デフリンピック準備運営本部 

 

本部長   

 

 

 

乙 （住所又は所在地）         

（企業名等）             

（代表者役職・氏名）        


